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司会：HOYA 株式会社 2025 年 3 月期第 4 四半期決算説明会を開始いたします。本日の当社側から

の出席者は、取締役 代表執行役 CEOの池田英一郎、取締役 代表執行役 CFOの廣岡亮の 2 名で

す。 

それでは、はじめに廣岡よりご説明申し上げます。 

 

廣岡：CFO の廣岡です。よろしくお願いします。まず Q4の 3 カ月間の業績の結果からご説明しま

す。売上収益は 2,168 億円で、前年同期比 10%増、為替ニュートラルで 11%増となりました。通

常の営業活動からの利益は 657 億円で、前年同期比 24%増でした。税前利益は 677 億円で、前年

同期比 6%減となりました。 

税前利益が減益となった主な要因は、前年 Q4において為替益 108 億円や特別利益が計上されてい

たためであり、これらとの比較によるものです。詳細は決算補足資料のブリッジチャートをご参照

ください。 

売上収益および通常の営業活動からの利益は、情報通信事業での強い需要が継続したことが主因

で、グループ全体で二桁の増収増益となりました。ライフケア事業についても、Q4 における収益

改善が見られ、前年同期比で大きな伸びを記録しています。 



 
 

 
 

 

今回は年間ですので、通期の数字についても簡単に説明します。売上収益は 8,660 億円で、前年同

期比 14%増、為替ニュートラルで 11%増。通常の営業活動からの利益は 2,558 億円で、前年同期

比約 19%増。税前利益および当期利益も前年同期比で増加し、為替影響を除いても堅調な伸びを

示した 1 年でした。 

情報通信事業が売上・利益ともに牽引し、ライフケア事業も ITインシデントから回復し、円安効

果もあり過去最高の業績となりました。 



 
 

 
 

 

それではセグメントごとに説明していきます。まずライフケア事業ですが、売上収益は 1,403 億円

で前年同期比 2%増、為替ニュートラル 3%増、通常の営業活動からの利益は 281 億円で前年同期

比 9%増、利益率 20%、税前利益は 286 億円と前年同期比 27%減となりました。税前利益が減少し

た要因は、前年 Q4 に為替益や特別利益が計上されていたためです。 

また、QoQ で税前利益の変動が結構大きいですが、当該セグメントで Q3 に大きめの減損を計上し

たため、そことの比較で増益となっています。 

コンタクトレンズのリアル店舗やオンラインでの販売が着実に伸びている点はポジティブであった

一方、今回も中国の景気があまり良くないことによる成長鈍化に悩まされた部分があり、ライフケ

アセグメント全体では 3％の伸びにとどまりました。 

一方、営業活動からの利益は、YoY/QoQ 双方で増加しています。Q1-Q3 までは ITインシデント

からの売上回復を最優先課題とし、積極的に販促費をかけて元に戻すことに注力してきました。

Q4 においては、IT インシデントからの回復フェーズは一区切りを迎え、組織の方向付けとしては

「収益力を出しながら成長していく」というフェーズへと移行する段階に入っています。Q4 はそ

のための準備期間であり、組織の方向付けも含めて進めてきました。 

Q3 までは費用をしっかり使って売上を戻そうという方針だったのに対し、Q4 で組織の方向付けを

変更しましたので、反動もあって費用を結構抑制する結果となりました。また、一過性の利益が出

たこともあり、結果的に 20%になった面もあります。 



 
 

 
 

ポイントとしては、IT インシデントで売上回復のフェーズはすでに会社として乗り越えたと考え

ており、今後は収益力を確保しながら、市場を上回る成長を目指していきます。そのためには製品

ごとに課題は異なりますが、各々で収益力を維持しながらしっかり成長投資をする、もしくは収益

力を向上させていく取り組みを FY25はやっていきたいと思っています。 

 

続きまして製品別の状況で、まずメガネレンズです。為替ニュートラルで 6%増としっかりと成長

することができました。中国市場は厳しい状況が続くものの、ブラジルや東欧など新興市場での成

長が全体を牽引しました。加えてこの四半期においては日本のチェーン向けの販売も好調でした。

12 月にはボルトオン型 M&A を実施し、今後も積極的に取り組む方針です。 

ITインシデント以降の 9 ヶ月間、売上回復を優先してきましたが、収益力を確保しながら成長投

資し、市場を上回る成長を目指していきたいと思っています。その点で新製品の開発と発売がフッ

クになっていきます。 

MiYOSMARTについては、中国では低成長でしたが、グローバルではしっかりと伸ばすことがで

きた四半期でした。 



 
 

 
 

 

続いて、コンタクトレンズの小売、アイシティです。売上成長率は 4%と安定していました。良い

意味で大きなトピックスがない状況で、しっかりと成長して収益も上げられている状況です。 

 

次に内視鏡です。為替ニュートラルで 4%のマイナスとなり、1 年間を通してマイナス成長という

厳しい結果となりました。中国でのビジネスは FY23 Q4 から減速しましたので、YoY 比較ではプ



 
 

 
 

ラスに転じてはいますが、全体的に言えば、まだまだ取り返せてないというのが現状です。また、

この四半期は欧米の売上が低調であったこともあり、全体でマイナス成長になっています。 

FY25 は重点地域として米国と中国を立て直し、再び成長を目指していきます。 

 

眼内レンズは、売上が為替ニュートラルで 1%と、ほぼフラットという状況でした。引き続き、中

国での状況が足かせになっています。集中購買制度が FY24 Q1 の途中から始まりましたので、

YoY でまだ一巡しておらず、大きく売上を落としています。また、中国市場では単焦点から多焦点

へのシフトが続いた一年であり、これが前年比大きく減収となった要因となっています。 

一方で、多焦点から単焦点へゆり戻しが徐々に始まっている状況が見られるのと、集中購買制度の

影響も徐々に一巡していきますので、状況としては底はつきつつあります。こうした状況を踏まえ

て、改めて中国でのビジネスをどのように展開していくのかを見直していきたいと思っています。 

また、当四半期は日本の病院の状況があまり良くなかったのですが、こちらについては改善してい

けると思っていますので、あまり心配はしていません。 

他の地域については一桁後半伸ばせていますので、中国と日本が厳しい状況の中でも、前年とほぼ

同じ売上を確保することができた四半期となりました。 



 
 

 
 

 

次に人工骨や医療機器など小規模な事業の集合となります。製品ごとに濃淡はありましたが、全体

としては 3%の成長となりました。 

 

続きまして、情報・通信事業に移ります。売上収益は 755 億円で前年同期比 28%増、通常の営業

活動からの利益は 398 億円で前年同期比 38%増、利益率 52.7%、税前利益は 394 億円で為替ニュ

ートラルで 25%増となりました。 



 
 

 
 

このセグメントは例年、季節性の影響で Q3 と比べて売上が落ち込みます。昨年の Q4 も低調でし

た。今年も Q3 と比べて若干の減少はありますが、この程度にとどまっているのは、季節要因を考

慮すると需要が堅調だったためです。通常は Q4 に工場を一時停止して休暇に入るのですが、今年

は需要に対応するために一部稼働を続けました。それだけ需要があったということです。 

利益についても、売上が好調だったことに加えて、エレクトロニクス製品と映像関連製品の双方に

おいて高付加価値製品の需要が伸び、利益率の向上につながりました。以前、「利益率は早々にノ

ーマライズし 50％を下回る」と言っていましたが、今回の四半期でも 50％を超えました。利益率

は事業や製品のミックスによっても大きく左右されるため、予測が難しい面があります。 

今後のポイントは、情報・通信分野で市場ポジションをいかに確立し、強固なものにしていくかで

す。そのためには安定した供給体制が必要で、生産能力の増強も検討していきます。一方で、収益

力をいかに確保していくかも重要な課題です。 

ライフケア事業では、利益率 20％を一つの目安としていますが、情報・通信事業については、四

半期によって変動はあるものの、売上と利益額をしっかり伸ばしながら、50％という利益率をベン

チマークに、中長期的に着実に成長を目指していく方針です。 

 

製品別で、はじめに LSIです。40%近い伸びとました。去年の Q4 は顧客がまだ在庫調整をおこな

っている時でしたので、そことの比較で非常に高い伸びとなりました。また、年間を通じて非常に

好調な製品でした。EUV はもちろん、DUV（オプティカル）のブランクスも、特にハイエンドの

需要が Q3 から旺盛で、当社の見込みより上振れている状況です。 



 
 

 
 

競争環境においても、しっかりと先端製品のシェアを着実に押さえる活動を進めています。中長期

においても、安定的に伸ばしていけると考えており、それを実現していくために、今後も随時増産

投資をおこなってまいります。 

 

次に FPDです。マイナス 22%と非常に厳しい四半期となりました。 

市場があまり強くなかったのもありますが、中国工場の立ち上げに関する内部要因もあります。順

次ラインを立ち上げていってはいますが、中国の顧客から受注したものを他の拠点で製造するよう

なアンバランスが生じ、売上を落としていました。中国工場が安定的に立ち上がっていけば、こう

した状況は徐々に解消していくと思いますし、FY25 はこれをしっかりとハンドリングしてまいり

ます。 



 
 

 
 

 

次に HDD 基板です。売上が 42%増と、市場の状態がまだ良くなかった FY23 Q4 との比較になり

ますので、大きな伸びを示しています。 

当該製品が Q4 において最もシーズナリティの影響が大きいのですが、今年度は旧正月（※ベトナ

ムのテト休暇）においても工場を稼働させ、需要に対応しましたので、通常のシーズナリティに比

べて売上・利益ともに高めに出た状況でした。 

 



 
 

 
 

続いて、映像関連製品です。売上成長は 10%と、年間を通じて高い伸びを示しました。デジタル

カメラ向けに加えて、カメラ以外についてもさまざまなアプリケーション向けのレンズや材料でし

っかりと受注を取っており、1 年間安定的に成長ができました。また、過去から収益構造の強化を

おこなってきており、情報・通信事業全体の利益率にもしっかりと貢献できている状況です。 

 

次に、関税についてご説明します。関税率についてはさまざまな数字が出てきていますし、今後ど

のように関税率が変わっていくか非常に不透明なところがあり、何が前提かわからないなかで、試

算した数字を伝えても仕方がないと思っていますので、全体のイメージを捉えてもらえるよう説明

したいと思います。 

まず全体として当社の米国向け売上というのは、全体の約 15%で、基本的にウエイトがそれほど

高くありません。 

また、現状において一番関税率が高い中国については、当社の場合、中国からアメリカに輸出して

いる物量は非常に小さいです。中国から輸出しているものについても、その供給元を変えることも

できるので、最も関税影響が大きい部分についてはグループにとっては小さい比率になっていると

いうのが全体像です。 

米国売上はグループ全体の 15%を占めると申し上げましたが、主な製品としてはメガネレンズ、

内視鏡、LSIです。内視鏡と LSI は競合も同じような状況といえます。メガネレンズについては、

商流が複雑なので一概に比較はできませんが、競合の米国国内や中南米でのラボ等の拠点に鑑みる



 
 

 
 

と、当社よりも北米生産比率は高い可能性がありますが、他方で中国からも輸入しているものもあ

ると推測していますので、一概に比較するのは難しい側面もあります。 

こうした状況を踏まえて､顧客での価格転嫁で対応していこうと思っていますし､一部では既に協議

を始めています。実際の関税率がどうなるか分からないなか、様子見という状況もありますが、基

本的には価格転嫁と、内部で工夫しながら影響額を緩和していくことを目指しています。 

また、留意すべきなのは直接的な影響というよりも、これによって景気がどこまで左右されるかだ

と思います。情報・通信事業は景気に結構左右されますので、こうした状況をしっかりと見ていく

ことが重要と思っています。現時点においては、具体的にこういう環境下で受注が減るといった話

は出てきていませんので、今のところは間接的な影響も受けていないという言い方になりますが、

当然環境は変わる可能性はあります。そこをしっかりと見ながら対応していきたいと思います。 

 

最後に、資本政策の一環で本日、配当方針の見直しを発表しています。 

まず重要なこととして、基本的にキャピタル・アロケーションの全体像の考え方は変えていませ

ん。キャッシュフローの中から、引き続き増産投資をして、増収増益を狙っていかなければいけま

せん。既存事業や内部開発に限定せず、成長のために M&A もしていきたいので、現金はやや厚め

に持っていますが、現金を貯め込みたいわけではなく、株主の皆様に還元していくという方針は全

く変わっていません。 



 
 

 
 

その方法を配当とするのか、自社株買いとするのかも、手段の違いでしかなく、総還元という中で

考えていきたいと思います。総還元性向はその時の状況によって 5 割くらいのときもあれば 100%

近いときもあり、年度によって上下はありますので、過去 5 年の累計実績としては 8 割近くとなっ

ています。FY24 は、ほぼ 100％になる見込みです。 

いずれにせよ、あくまでも全体の考え方は変えていなくて、その中の一部の配当を今回切り出して

検討しています。配当については株主や投資家の皆様からご意見をいただくことがあり、今回はそ

の基準を明確にしたということです。配当以外の余剰資金については、これまで同様に自己株式の

取得でフレキシブルに対応していきたいと考えています。 

 

当社は外貨預金が非常に多いので、円安が進行すると円ベースでの残高が膨れる状況となります。

もっと早く円高に巻き戻すと思っていたのですが、そうならなかったため、現預金は増加の一途を

たどりました。現預金が多いことは課題として認識しています。 



 
 

 
 

 

繰り返しになりますが、当社は株主還元を総還元で捉えており、このスライドは配当の部分だけの

実績を取り出したものです。過去 5 年、増配を 1 回しているものの、配当性向は下がっており、そ

の点についてご意見もいただいておりますので、見直すこととしました。 

 

以上に鑑み、配当性向 40%を目安とする考え方にしています。正式には今月の下旬に取締役会で

決議予定ですが、期末配当の見込みとしては 115 円としています。中間と期末のバランスもそれ



 
 

 
 

なりに大事だと思っていますので、FY24 の 1 株当たり利益の半分に対して 40%、かつ切りのいい

ところで 115 円としたいと考えています。 

 

いろいろと課題があることは承知していますが、資本効率は一つの課題として常に捉えています。

歴代のマネジメントを含めて、資本効率を以前から真剣に考えている会社である点を強調したいと

思います。以上です。 

司会：続きまして CEO の池田よりご説明申し上げます。 



 
 

 
 

 

池田：CEO の池田です。まず、直近 3 年間を振り返りますと、3 年前の FY22 は、パンデミックの

直後で HDD基板が在庫調整の影響で需要が急減しました。しかしながら、パンデミック明けのラ

イフケア事業が好調だったため、全体で増収増益を達成しております。 

翌年の FY23は HDD基板の需要減が継続し、さらに EUVブランクスも在庫調整で需要が急激に落

ちました。しかしながら、機動的なコスト削減をおこなって収益性をあまり低下させなかったこ

と、またライフケア事業の安定成長により、トータルでは増収増益を達成しました。 

FY24 年については、HOYA 固有の問題ですが ITインシデントが発生し、ライフケア事業に影響が

ありましたが、短期間で回復させるとともに、HDD基板や EUV ブランクスの需要が急回復したこ

とで、全体で大きく増収増益を達成することができました。 



 
 

 
 

 

過去 3 年間もですが、今後も外部環境においてさまざまな変化が起こっていくと思われます。 

 

先ほどは 3 年間で振り返りましたが、さらに伸ばして過去 10 年間の実績です。個別製品で外部環

境の変化や一時要因の影響はいろいろあるものの、ライフケアと情報通信という性質の異なる事業

を展開することで、全体としては業績を安定的に推移させることができています。 



 
 

 
 

直近においても、相互関税の影響も想定されるものの、しっかりと対応策を講じることで吸収し、

グループ全体で業績の安定化を図っていきたいと考えています。 

 

当社はこれまで外部環境や競争環境に合わせて事業ポートフォリオを変化させてきております。今

後もM&A を通じて新規事業の獲得機会を探るとともに、是々非々で各事業のポジショニングの判

断をおこなって、長期的に安定成長できるようなポートフォリオの構築を継続的に目指していきた

いと考えています。 



 
 

 
 

 

新たな事業機会の探索については、眼科領域を安定成長領域、情報・通信領域を高成長分野と位置

付け、内部開発とM&Aを軸に活動をおこなっています。内部開発では各事業で持っているコアコ

ンピテンシーを掛け合わせて新たな技術や製品を開発しています。他方、M&A は眼科領域および

情報・通信領域をターゲットとして新規事業開発活動を継続的におこなっていきたいと考えており

ます。 

 



 
 

 
 

次に各事業での注力事項です。まず、眼科領域のところですが、こちらは基本的に安定成長させた

い考えです。そのためには市場シェア拡大を図っていきます。 

メガネレンズに関しましてはボルトオンM&Aを通じてシェアを拡大する。また、MiYOSMART を

軸に近視進行抑制レンズの市場形成を促していきたいと考えています。 

コンタクトレンズも同様にボルトオンM&A で国内のリアル店舗ベースの小売事業のシェアをさら

に上げていくとともに、プライベートブランド製品のラインナップ拡充を進めていきます。現状は

単焦点のデイリーディスポーザブルのレンズがメインですが、多焦点やトーリック、2 週間ディス

ポーザブルといった製品ラインアップを拡充させ、これをアイシティ事業の拡大に使いつつ、向こ

う 3-4 年の中で海外展開のフックとしていきたいと考えています。 

眼内レンズに関しましては、新製品をコンスタントに出して、その製品力をテコに市場シェアを獲

得していきたいと考えています。 

 

次に情報・通信分野です。LSIは何よりも、先端のプロセス開発で First Supplier のポジションを

維持していきたいと考えています。現状は 2 ナノプロセスが世の中の最先端ですが、その次の A16

プロセスとさらにその先の A14 においても顧客との製品開発が非常に順調に進んでいます。A14

の先も同様の状態を維持できるよう、必要な投資をきちんとおこなっていきたいと考えています。 



 
 

 
 

FPDについては、中国工場を立ち上げているところですが、当面の課題としては、そこでも顧客

から認定を取得して着実に立ち上げていく必要があります。中長期的には、そこで内製のブランク

スを使っていくことによって、ブランクス事業の存在感を大きくしていきたいと考えています。 

HDD基板ですが、ドライブメーカーが 3 社あるなか、当社は 1 社に依存しており、残りの 2 社に

当社製品を使っていただくことを目指しています。来年のはじめには、もう 1 社当社製品を使って

いただけることになりますし、まだタイミングはわかりませんが、残りの 1 社とも共同で開発活動

を順調に進めています。 

最後に映像関連製品については、デジタルカメラは縮小市場ではあるものの、その中でシェアを拡

大し、高付加価値製品の販売を通じて安定的に収益力を上げ、安定成長を図っていきたいと考えて

います。また、デジタルカメラ以外のニッチな領域でいくつかの製品を開発していきたいと考えて

います。 

 

中長期的に世の中ではさまざまな変化がありますが、こちらのスライドに記載しているような点を

念頭に置きつつ、変化が起こった中でも中期的に安定成長できるような事業ポートフォリオの構築

を継続的に今後も進めていきたいと思います。そのために必要な投資等もおこなっていきます。  



 
 

 
 

質疑応答 

司会 [M]：それでは質疑応答に移ります。吉田さんお願いいたします。 

吉田 [Q]：よろしくお願いします。ブランクスと HDD ガラスサブストレートの FY25 の成長率の

考え方に関してコメントをお願いします。できればブランクスは EUVと DUV、ハードディスクは

インチごとでコメントいただけますとありがたいです。 

池田 [A]：ブランクスと HDDともに FY24 は年間を通してかなり強いモメンタムが続いたので、

前年比という点では皆様が期待しているような数字になるか正直難しいところです。 

ブランクスに関しては大体 10%、HDDに関しましては 2.5 インチが前年比でマイナス 25％から

30%減少する見通しで、その分を 3.5 インチで補って、全体で一桁半ばの成長率になると思ってい

ます。 

吉田 [Q]：ありがとうございます。ライフケアに関しても主要製品の FY25 の成長率目線いただき

たいのと、関税影響で Q1 に向けて売上やコストに対してどれくらい影響が出そうか見えていれば

コメントをお願いします。 

池田 [A]：成長率に関しまして、メガネレンズとコンタクトレンズ小売ともに一桁半ばを狙ってい
ます。眼内レンズは一桁半ばから後半の目線になります。 

廣岡 [A]：関税については、現時点で具体的に影響が出ているという話はありません。顧客も様子
見をしていて、先食いや後ろ倒しをしているような印象もありません。 

吉田 [Q]：当面は現地の販売会社の在庫分などでまかなえる部分が大きいのでしょうか。 

廣岡 [A]：在庫である程度まかなうこともしますし、一方で商品を下手に動かさないようにしてい
るところもあります。とは言え、関税率は現状 10％ですので、一般論として価格の転嫁はおこな

い易いと思っています。 

吉田 [M]：なるほど、わかりました。以上です。ありがとうございます。 

司会 [M]：ありがとうございました。続きまして芝野さん、お願いいたします。 

芝野 [Q]：シティグループ証券の芝野と申します。先ほど廣岡 CFO から資本政策についてご説明

いただいたのですが、その点について、あえて池田 CEO に質問させていただければと思います。 

FY25 を振り返りますと、年始にシステム障害の影響があったものの、その後は情報・通信事業を

中心に、非常に業績堅調だったと思います。また還元についても従来と変わりなく積極的におこな



 
 

 
 

っていただきましたが、一方で株式市場の中での御社に対する評価が厳しかったり、なかなか高ま

らなかった点が気になりました。 

その前提で質問させていただきます。今回の資本政策の話、基本的な考え方が変わっていないとい

うことですが、プレゼンテーション資料では分母に対しても一層配慮していくといったご説明もあ

りましたし、また分配可能額という観点で見ても FY25 はよりリッチになっていると思います。 

この辺を踏まえて、適切な現預金の水準をどのように考えられているか教えてください。また投資

機会という観点で、御社のM&A の規律は非常にしっかりしていることで知られていますが、もし

規律が変わらないとすれば、今後もM&A を実行する機会がないということになりますか。また御

社自身の既存事業におけるオーガニックの投資機会はないのでしょうか。例えば、米国内で生産キ

ャパシティを用意するというようなことは選択肢にないでしょうか。この辺りを池田 CEO に伺い

たいと思います。 

池田 [A]：繰り返しになりますが、資金のアロケーションの考え方についてはこれまでと変わりま
せん。ただ還元方法として、配当と自社株買いのリバランスを考えたということです。各事業で増

産投資は必要ですので、設備投資の計画は事業ごとに策定していて、FY25 も実行していく計画で

す。EUV ブランクスは当然キャパシティも開発投資も増やしていく必要がありますし、HDDも

2.5 インチがまだ残っている間は減少分を 3.5 インチにコンバートする余力がありますが、3 社目

の顧客が入った場合は大規模な増産投資が必要となってきます。また、メガネレンズに関しても、

4%-5%の成長率が続いていく前提ですとキャパシティは足りなくなってきますので、その点もき

ちんとケアしていく考えです。 

現金をどのくらい持っておくかについては、大体運転資金として月商の 3〜4 カ月、何か突発的な

ものに対応する分を 2〜3 カ月加えて、トータルで月商の 6 カ月プラスαの金額を持っておくこと

が一つの目安と考えています。 

芝野 [Q]：わかりました。ありがとうございます。 

関税について、メガネレンズは価格転嫁で対応していくコメントがありました。米国においては市

場シェアを上げていくフェーズかと思いますが、もし競合と生産ロケーションの観点で御社がやや

劣後するのであれば、ここはむしろ御社が関税コストを飲み込むほうが適切とも思ったのですが、

いかがでしょうか。 

廣岡 [A]：これは難しい話ですが、全てにおいて一律に同じ形にはならないと思います。競合も価
格を上げると言っていますし、その辺りとのにらみ合いをしながら判断していくことだと思いま

す。関税は前提として小売価格に対して当然かかるものではないですし、それを顧客が負担するの



 
 

 
 

か、メーカーが負担するのかはケースバイケースになっていくと思います。とは言え、金額の規模

的に当社で全部飲み込まざるを得ない金額でもないと思います。 

芝野 [M]：わかりました。ありがとうございました。 

司会 [M]：ありがとうございました。続きまして中村さんお願いいたします。 

中村 [Q]：よろしくお願いいたします。 

私も関税のところで細かい点の確認です。4 月の頭から 10%の関税が既に付加されている状態かと

思いますが、その 10%の関税は御社の現地法人が一旦支払う形となっていて、その後顧客に価格

交渉をされているという理解でよろしいでしょうか。 

廣岡 [A]：考え方としてはそうなります。 

中村 [Q]：その 10%のコストを吸収するのに必要な値上げ幅は製品ごとに違うと思いますが、それ

ぞれどれくらいのイメージで、価格弾力性の観点から数量減のリスクをどのように考えればよろし

いでしょうか。 

廣岡 [A]：現地販売会社にて販売費をまかなうため、現地販売会社の仕入れ価格と売価に相応にギ
ャップがあり、（10%程度の関税であれば）消費者の購買意欲が下がるようなインパクトはないと

考えています。 

中村 [Q]：わかりました。ありがとうございます。御社のハードディスクの顧客が先日の決算発表
の際にニアライン関連の需要が 26 年の上期まで見えているとコメントをされていました。御社は

ガラス基板に関し、現状ラオス工場の 4 分の 1 を再稼働させている状況と思いますが、今後さらに

再稼働を進めるお考えはありますか。 

池田 [A]：今の物量ですと、稼働ラインを現状の 4 分の 1 から 3 分の 1 まで増やすことはあって

も、FY25 はフル稼働にはいたらないと思います。 

中村 [M]：わかりました、ありがとうございます。 

司会 [M]：ありがとうございました。では中名生さん、お願いいたします。 

中名生 [Q]：ジェフリーズ証券の中名生です。よろしくお願いします。ハードディスクは、まだ当
面の需要は強いと思いますが、今後関税影響などにより需要が後退し、調整に入る可能性はありま

すか。それとも、AI サーバー向けに需要が強いので、調整の可能性は感じていらっしゃらないも

のでしょうか。同様に、EUV ブランクスについても、一部の顧客が減速しているようですが、調

整の可能性はありますでしょうか。 



 
 

 
 

池田 [A]：HDD関して、顧客からの情報では減速するような情報はございません。無論、実際に

どうなるかは、正直わからないところですが。市場の過去実績をみると、何年かに 1 回調整をする

ことを繰り返してきています。今回、関税がきっかけでそのような局面に入る可能性もあります

が、仮に関税の影響がなかったとしても、いずれかのタイミングで調整は起こると思われます。そ

うした前提のもと、ダウンサイクルでは費用削減を機動的におこなって収益性を落とさないように

し、需要が戻ったときには、すぐさま立ち上げられる状態にして、シェアを維持する構造としてお

くことが大事と思っています。 

EUVに関しても基本的には同じです。競争環境の中で、当社は 2 ナノの 2 世代先まで順調に開発

活動が進んでいるなど、高いプレゼンスを維持しています。こうしたポジションをきちんと保って

さえいれば、需要減のときにコストに関する対策をおこなっていけばいいと考えています。顧客の

一社が減速しても、その分がもう一社の方に付け変わるだけで TAMは変わらないという見方で、

顧客に対して高シェアを保って TAMをきちんと取り込んでいくことが肝要です。また、TAMの

増減に対してはコストコントロールでしっかりと対応していくことが大事と考えています。 

中名生 [Q]：好調なファウンドリの顧客も中国向けの輸出規制の話も出てきていると思いますが、
それは全体の需要に対して影響はないという見立てでしょうか。 

池田 [A]：それはわからないですが、仮に需要が悪化したとしても、どの製品でも、どの顧客で
も、万遍なくシェアを取っておくことに尽きるのだと思います。 

中名生 [M]：ありがとうございました。 

司会 [M]：ありがとうございました。それではお時間になりましたので、本日の決算説明会を終了
いたします。本日はお忙しい中、ご参加いただきありがとうございました。 

［了］ 

______________ 

 


